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我が国の国立大学法人等（大学共同利用機関法人、独立行政法人国立高等専門学校

機構を含む。以下同じ）は、高等教育、学術研究の進展に対応し、様々な時代の要請

に応えながら、社会の発展に寄与してきた。こうした国立大学法人等の施設は、創造

性豊かな人材養成、独創的・先端的な学術研究の推進など国立大学法人等の使命を果

たすための基盤であり、その施設の整備充実を図っていくことは、我が国の未来を拓

き、我が国を成長・発展へと導くものである。 

 

このため文部科学省では、第２期科学技術基本計画（平成１３年３月）を受けて策

定した「国立大学等施設緊急整備５か年計画」（平成１３～１７年度）及び第３期科

学技術基本計画（平成１８年３月）を受けて策定した「第２次国立大学等施設緊急整

備５か年計画」（平成１８～２２年度）（以下「第２次５か年計画」という。）に基づ

き、計画的・重点的に施設整備を支援してきた。 

第２次５か年計画では、教育研究基盤施設の再生（老朽再生整備及び狭隘解消整備）

や大学附属病院の再生整備を重点的に実施することで、安全・安心な教育研究環境が

確保されるなど、一定の成果が現れつつある。また、施設マネジメント等のシステム

改革に関しても、各法人において積極的な取組が進められ、教育研究の進展に大きな

効果が現れ始めたところである。 

 

しかしながら、国立大学法人等は、依然として耐震性に問題のある施設を含む膨大

な量の施設の老朽化、新たな教育研究ニーズによる施設の狭隘化、大学附属病院の医

療環境の改善など早急に対応すべき様々な課題を抱えている。今後、各法人において

一層の個性化・多様化が求められている中で、その施設の質的向上を図り、その価値

を高めていくことが必要となるが、十分な対応ができていない状況にある。 

 

これまでも本協力者会議は、国立大学法人等施設の整備充実に向けて様々な形で提

言を行い、適時、国や国立大学法人等に対して必要な対応方策の実行を求めてきたが、

平成２２年度が第２次５か年計画の最終年度であることを踏まえ、平成２１年８月に

は、同計画期間における取組状況を検証した上で、国立大学法人等施設を取り巻く現

状と課題や施設整備の在り方とともに、今後の中長期的な対応方策について検討し、

「中間まとめ」として報告した。また、平成２２年８月には、アンケート調査などに

よる第２次５か年計画の更なる検証や諸外国の状況調査の実施、「戦略的なキャンパ

スマスタープランの手引き」の作成などの検討を重ねるとともに、平成２３年度以降

の計画的・重点的な施設整備の方向性について具体的な内容を示し、「第二次中間ま

とめ」として報告した。 

その後、「第二次中間まとめ」を対象として広く国民から意見募集を実施し、平成

２３年度からの５か年間の重点的な施設整備目標を取りまとめ、この度、報告するこ

ととした。 

  

本報告は、第４期科学技術基本計画の策定に向けた検討状況を踏まえつつ、今後の

施設整備の方向性を示すとともに、国及び国立大学法人等が今後の施設の整備充実に

向けて一体的な取組を進めるための一助となることを意図している。 

このため、国は、本報告に示した対応方策を着実に実行するとともに、各国立大学

はじめに 
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法人等においても、これらの対応方策を踏まえた主体的な取組を期待する。 

そして何より、国立大学法人等関係者をはじめとして各方面の関係者に対して、施

設整備の必要性が理解され、整備充実に向けた国民的な議論が喚起されるとともに、

我が国の国立大学法人等施設の整備充実につながり、国立大学法人等がその使命を十

分に果たすことを切に願うものである。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

中国 華東政法学院 米国 カリフォルニア工科大学 

キャンパスは大学の顔― 
個性と魅力あふれるキャンパス環境は優れた研究者、学生を惹きつける 

米国 ワシントン大学 
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１．国立大学法人等の使命・役割 

 世界的な金融危機を発端とした世界経済の危機的状況、グローバル化に伴う国際競

争の激化、地球規模の環境問題の深刻化など我が国を取り巻く世界の情勢は目まぐる

しく変化している。また、少子高齢化や人口減少の進展等に伴う社会システムの変化

など、我が国においては様々な課題が山積している。 
資源の乏しい我が国が一層の発展を遂げ、国際社会に貢献していく上でも、その礎

となるのは人づくりであり、教育である。教育の発展なくして我が国の持続的な発展

はない。 
加えて、我が国が持続的な成長・発展を遂げていくためには、イノベーションにつ

ながる科学技術の振興を強力に推し進めるとともに、それらを基盤とする国際競争力

を確実に培うことが不可欠であり、現在、策定に向けて検討が進められている｢第４

期科学技術基本計画｣などの実施に向けても、大学等が創造性豊かな人材養成、独創

的・先端的な学術研究の推進を図ることは極めて重要である。さらに、地域貢献や産

学官連携、国際協力等を通じて社会貢献を果たしていくことは、我が国社会が活力あ

る発展を続けていく上で欠くことができないものである。  
 大学等は、我が国の高等教育及び学術研究の根幹を支えるものであり、将来にわた

る社会の発展の基盤の構築に寄与すべきものとして、国際的な魅力を発揮し、知の拠

点としての役割を果たしていくことが期待されている。 

 その中でも、国立大学法人等は、創造性豊かな人材養成に寄与するとともに、独創

的・先端的な学術研究を推進するなど我が国の高等教育と学術研究の中核を担ってき

た。また、全国的に均衡のとれた配置により、地域の教育、文化、産業の基盤を支え、

学生の経済状況に左右されない進学機会を提供するとともに、生涯学習社会の実現や

地域社会の活性化に貢献するなど、重要な役割を果たしてきた。 

 国立大学法人等の第２期中期目標期間が始まった現在も、国立大学法人等の使命は

変わるものではなく、法人化のメリットを活かした機能の充実が一層期待されてい

る。 

 

２．国立大学法人等施設の役割 

 国立大学法人等の施設は、このような国立大学法人等の使命を果たすための基盤を

成すものである。 

 国立大学法人等の施設は、我が国の未来を担い「知」の創造・継承・発展に貢献で

きる人材を育む場、イノベーションの創出へと導く独創的・先端的な学術研究を推進

する場として、知的創造活動や知的資産を継承し活性化させるための適切な環境を整

える必要がある。また、国立大学法人等のキャンパスは、多様な人々が集い、交流を

育む場でもあることから、人間性、文化性に配慮したゆとりと潤いのあるキャンパス

環境の形成は欠かせないものである。  
このように、国立大学法人等の施設は、高度化・多様化している教育研究活動の展

開を図っていく上で極めて重要な役割を担っているだけでなく、産学官連携や研究交

流の促進、国際化の推進、生涯学習社会の実現、社会貢献等を果たしていく上での礎

であり、これらにふさわしい機能や質的水準を備えた施設の整備充実を図っていくこ

とは、我が国を成長・発展へと導くものである。 

第１章 国立大学法人等施設の果たす役割 
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１．第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画の検証 

 文部科学省では、第３期科学技術基本計画を受け、全体の整備需要（約１，０００

万㎡）のうち、平成１８年度からの５年間で緊急に整備すべき施設（約５４０万㎡）

を盛り込んだ「第２次５か年計画」を策定し、重点的・計画的整備を支援してきた。 

 以下に、その具体的な実施状況について示す。（図表１） 

 

（１）重点的整備の状況 

第２次５か年計画では、緊急に整備すべき対象として、①教育研究基盤施設の再

生として、ア）「老朽再生整備（約４００万㎡）」、イ）「狭隘解消整備（約８０万㎡）」、

②「大学附属病院の再生（約６０万㎡）」の併せて約５４０万㎡の整備を掲げた。 

 平成２２年度末見込みでは、全体約５４０万㎡の整備目標に対し、約４６７万㎡

（約８６％）の進捗となっており、施設整備費補助金等の国費による整備と併せて、

各法人の自助努力による様々な財源等を活用した整備が行われることにより、一定

の整備が進められてきた。（図表２） 

 

①教育研究基盤施設の再生 

ア）老朽再生整備 

 教育研究基盤施設の整備充実を図るため、老朽施設の再生を最重要課題とし、

耐震性能の著しく劣るものや、著しい機能上の問題を改善することにより優れた

教育研究成果が期待されるものを中心として、約４００万㎡（Is 値1０.４以下2の

施設約２８０万㎡の老朽改善を含む）の整備を掲げた。 

これに対し、約３３７万㎡（約８４％）の老朽施設の改善整備を行い、そのう

ち、人材育成機能を重視した教育基盤施設について約３１１万㎡、卓越した研究

拠点について約２６万㎡の老朽施設が再生整備された。 

具体的には、耐震対策など安全・安心な教育研究環境の確保を図るとともに、

利用形態の変化や新たな教育研究を実施するためのスペース需要に対応したり、

老朽した基幹設備を改善する場合に省エネルギーに配慮した設備に更新するな

ど、機能的な改善も図った。 

特に、耐震対策については、最優先の課題と捉え、耐震性能が著しく劣るもの

を中心に約３０８万㎡の耐震化を図った。このことにより、第２次５か年計画を

策定した平成１８年当時において約６５％であった耐震化率が平成２２年度末

見込みで約８８％3と着実に耐震化が進められてきたが、Is 値０.４以下の施設に

                                                  
1 Is 値：建物の基本的な耐震性能に建物形状や経年等を考慮して算定「Is＝Eo×SD×T…Eo：保有性能基本指標、SD：形状指標、

T：経年指標」する構造耐震指標である。一般の施設については、「建物の耐震改修の促進に関する法律」（平成 7年法律第 123

号）第 4条の規定に基づく基本方針「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針｣（平成 18 年 1 月 25 日

国土交通省告示第 184 号）により、大規模な地震が発生した場合に、倒壊又は崩壊しないようにするため Is 値 0.6 以上を確保

するよう規定（Is＜0.3 大規模な地震等による倒壊等の危険性が高い、0.3≦Is＜0.6 大規模な地震等による倒壊等の危険性が

ある）されている。他方、学校施設については、これらの法律及び指針によるほか、平成８年に社団法人日本建築学会学校建築

委員会耐震性能小委員会においてまとめた「文教施設の耐震性能等に関する調査研究」を踏まえ、文教施設としての特殊性を考

慮し、さらに耐震性の割増を行い Is 値 0.7 以上を確保することとしている。 
2 「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準｣（財団法人日本建築防災協会）によると「1995 年兵庫県南部地震を経験し

た学校建築の内、第二次診断における Is 値が 0.4 以下の建物の多くは倒壊又は大破した」ことが報告されており、平成 18 年 3

月に本協力者会議がまとめた「知の拠点－今後の国立大学法人等施設整備の在り方について」において、耐震性の著しく劣る施

設について、最重要課題として緊急に取り組む必要性を指摘している。 
3 平成 22 年度末の耐震化率については、耐震化を図った約 308 万㎡のほか、耐震診断により耐震性を有すると診断されたもの

又は新増築により整備されたもの約 330 万㎡に附属病院の再開発により整備されたものを含めて算定したものである。 

第２章 国立大学法人等施設の現状と課題 
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ついては、依然として約３１万㎡の耐震対策が図られないまま残っている状況で

ある（大規模な地震等による倒壊等の危険性の高い Is 値０.３未満の施設につい

ては、現時点で改修可能なものは全て耐震化が図られた。）。（図表３） 

 

イ）狭隘解消整備 

 新たに設置された大学院や若手研究者のためのスペース確保等、新たな教育研

究ニーズへの対応として、施設マネジメントによる対応が困難で真にやむを得な

いものについて新増築による整備を図ることとし、約８０万㎡の整備を掲げ、こ

れに対し、約６７万㎡（約８４％）の狭隘施設の解消整備を行った。 

具体的には、世界トップレベル研究拠点等の先端的な研究を行う施設、産業界

との連携による共同研究・受託研究等を行う施設等、卓越した研究拠点について

約２８万㎡、新たに設置された大学院や若手研究者のスペース確保等、人材養成

機能を重視した教育研究基盤施設について約３９万㎡の狭隘解消整備を行った。 

 

②大学附属病院の再生 

 大学附属病院は、先端医療の先駆的役割などを果たすため計画的な再開発整備等

を進めており、約６０万㎡の整備を掲げ、これに対し、約６２万㎡（約１０４％）

の整備を行った。 

 具体的には、近年の医学の進歩に伴う医療の専門化や高度化、ニーズの多様化に

よる狭隘化の解消や、経年による機能劣化の解消など、医療機能の維持・改善を図

るための施設整備を行った。 

図表１ 第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画（平成 18～22 年度）の概要 



6 

 
 

（２）システム改革の状況 

 第２次５か年計画においては、具体的な実施方針として、各国立大学法人等にお

ける施設マネジメントや多様な財源を活用した整備手法による整備等のシステム

改革を一層推進することが掲げられている。 

 以下に、その具体的な取組状況について示す。 

 

①施設マネジメントの取組状況 

ア）既存施設の有効活用 

各国立大学法人等において、施設の点検・評価や弾力的に使用可能なスペース

の確保、使用面積の再配分など既存施設の有効活用に関する取組が積極的に行わ

れている。（図表４） 

・ほぼすべての法人において既存施設の有効活用に関する規程が整備されてお

り、有効活用への取組が進展している。 ９７％（Ｈ１７）→９９％（Ｈ２０） 

・講義室の稼働率については、平成１８年度と比較して高稼働率にシフトしてい

る一方、稼働率が低い講義室も依然として存在している。 

図表３ 国立大学法人等施設の耐震化の状況 

※「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づく基本方針に
示された耐震化率の目標値：平成 27 年までに少なくとも９割 

（文部科学省調べ：平成 22 年度当初予算、経済危機対応・地域活性化予備費まで） 
※【 】内の数字は整備目標、（ ）内の数字は整備目標。小数点以下四捨五入により、合計とは合致しない。 

（文部科学省調べ） 

図表２ 第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画の進捗状況 
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88.3％
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第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画
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・既存施設を点検・評価した結果に基づき、使用面積の再配分4を実施しており、

再配分した面積の６２％が共同利用スペースとして、１６％が研究室・実験室

として新たに確保されている。また、国立大学法人等全体の共同利用スペース

の面積は増加している。 １３３万㎡（Ｈ１８）→１６９万㎡（Ｈ２２） 

・各法人において、若手研究者のスペースを確保するための規程等の整備が進め

られてきている。 １３％（Ｈ１７）→６３％（Ｈ２０） 

・スペースチャージ5制度を導入している法人が増加しており、スペース使用料を

活用した維持管理等を行っている法人もある。 

６０％（Ｈ１７）→７６％（Ｈ２０） 

 

イ）施設の維持管理 

施設の維持管理は、学生や教職員等の安全確保、施設機能の劣化防止のみなら

ず、良好なキャンパス環境の確保を図るために不可欠であることから、施設・設

備の耐用年数やコスト等を考慮した上で、中長期にわたる改修・修繕に関する年

次計画を作成し、実施していくことが重要である。これについて、ほとんどの法

人において中長期的な修繕計画の策定が行われている。このうち、修繕等に係る

必要経費を含めた計画となっていないものが約３割あり、必要経費を含めた計画

であっても一部の施設に限定されているものなどもある。（図表５） 

一方、施設の維持管理コストの適正化への取組については、同種業務の一括発

注、複数年度契約への移行によるスケールメリットの活用や、より競争性の高い

一般競争入札方式等へ移行するなど縮減のための努力が行われている。 

                                                  
4 使用面積の再配分：既存施設の有効活用を図る観点から、施設の利用用途の変更を行う取組 
5 スペースチャージ：研究施設等において当該施設の使用者から徴収するスペース使用料 
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ウ）省エネルギー対策 

国立大学法人等においては、全ての法人において省エネルギー対策の基本方針

を定め、具体的な数値目標の設定がなされている。さらに、独自の取組として、

教職員の省エネ意識向上への取組や環境賦課金制度6の導入など省エネルギー対

策に関する積極的な取組を行っている法人もある。 

これらの取組等により、平成２０年度は、約７割のキャンパスにおいて、エネ

                                                  
6 環境賦課金制度：施設利用者から電力、ガス、水の消費量に対して賦課金を徴収し、その資金を省エネルギー対策に充てる制度 

◆若手研究者のスペース確保 ◆スペースチャージの実施状況 

◆共同利用スペースの確保状況 

（いずれも文部科学省調べ）

（文部科学省調べ）
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図表４ 戦略的施設マネジメントの推進（既存施設の有効活用） 

図表５ 中長期的な修繕計画の策定状況（施設の維持管理） 
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ルギー消費原単位7で前年度比較１％以上の改善がなされている。一方で、悪化

しているキャンパスも約２割存在することから、引き続き省エネルギー対策を推

進していく必要がある。（図表６） 

 
 

 

 

②多様な財源を活用した整備手法による整備 

 従来から、国立大学法人等の施設整備に当たっては、施設整備費補助金等の国費

による整備のほか、各法人における主体的な取組として、長期借入金制度を活用し

た整備、寄附等の自己収入の活用による整備、地方公共団体や他省庁、企業等との

連携による整備等、多様な財源を活用した整備手法による整備に積極的に取り組ん

でいる。 

 具体的には、多様な財源を活用した整備手法による整備として、平成１８年度か

ら平成２１年度において約７８万㎡の整備を実施しており、教育研究施設の整備の

ほか、産学官連携施設や福利施設・課外活動施設、宿泊施設等の整備が進められて

いる。（図表７） 

 

③コスト縮減・適正な執行の取組状況 

 コスト縮減に関する取組は、平成９年度から実施しており、これまでのプログ

ラム等では目標をほぼ達成している。平成２０年度からは「文部科学省公共事業

コスト構造改善プログラム」により、コスト縮減を重視した取組から、ライフサ

イクルコスト等を勘案したコストと品質の両面を重視する取組へ転換し、５年間

で平成１９年度比、１５％の総合コスト改善率の達成を目指し、目標達成に向け

た取組の推進が求められている。 

 また、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」等に基づき、

各法人は責任を持って適正な入札・契約を実施していくことが求められる。 

                                                  
7 エネルギー消費原単位：建物のエネルギー使用量を、延床面積や使用時間などのエネルギー使用量と密接な関係を持つ値で除
したもの 

70%

11%

19%

１％以上改善

０～１％改善

悪化

　※　省エネ法に基づく第１種、第２種指定工場である大学キャンパスについて、
　　　　平成２０年度のエネルギー消費原単位の対前年度比をまとめたもの。
　※　省エネ法では、毎年１％エネルギー原単位を低減することが努力目標とされている。
　
　　　　エネルギー消費原単位：エネルギー使用量を延床面積、使用時間などエネルギーの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 使用量と密接な関係をもつ値で除したもの

件数（１１９キャンパス）

（文部科学省調べ）

図表６ エネルギー消費原単位の状況 
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京都大学稲盛財団記念館（寄附による整備） 

東京大学数物連携宇宙研究機構棟
（受託研究費（間接経費）による整備） 

（文部科学省調べ）

４４件 約２万８千㎡
○ 主たる内容
・教育研究スペース 32件 24,900㎡
・診療スペース等 3件 700㎡

７８件 約２万１千㎡
○ 主たる内容
・教育研究スペース 38件 12,800㎡
・学生宿舎等 8件 3,900㎡

６６件 約５万５千㎡
○ 主たる内容
・国土交通省(まちづくり交付金） 1件
・国土交通省(景観施設整備推進費) 2件
・経済産業省(新事業支援施設) 2件
・〃(地域企業立地促進等共用施設整備事業)1件
・文化庁(重要文化財等保存整備費補助金) 2件
・中小企業基盤機構（企業家育成施設） 5件
・21世紀職業財団（保育所） 16件
・新エネルギー・産業技術総合開発機構
（ＥＳＣＯ事業等） 5件

・(財)化学技術戦略推進機構 1件

２６１件 約１２万５千㎡
○ 主たる内容

・教育研究施設 51件 57,500㎡

・福利施設・課外活動施設 52件 20,500㎡
・講堂等 19件 20,000㎡
・附属病院 41件 21,600㎡

１．寄付による整備

２．地方公共団体との連携による整備

１４件 約１万㎡
○ 主な整備例
・秋田県の補助金によるPET-CT棟の整備
(秋田大学)

・愛南町の補助金による南予水産研究センター
のための庁舎の無償借用（愛媛大学）

２-１．地財特法施行令の改正に伴う
自治体からの寄付等（施設関連）

５件 約１万６千㎡
○ 主な整備例

・岐阜薬科大学研究棟を市が整備し、その一

部を連合大学院として有償借用（岐阜大学）
・県の補助金を活用し財団法人が共同研究施設
を整備（熊本大学）

２-２．地方公共団体による整備

２-３．地方公共団体等からの借用による
スペースの確保

３．他省庁等との連携による整備

５．借用による学外スペースの確保

９４件 約１万８千㎡
○ 主たる内容
・東京大学 世界ﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙ研究拠点ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
・高エネ研 新学術領域研究、他（宿舎の整備）

７．受託研究費(間接経費)による整備

多様な財源を活用した整備手法による整備実績計
１，３０８件 約７８万㎡（H18～21年度）

１７件 約５万８千㎡
○ 主たる内容

・学生宿舎 14件 56,300㎡

・動物病院 3件 1,500㎡

６．長期借入金による整備

４７７件 約３１万８千㎡
○ 主たる内容
・教育研究施設 166件 118,600㎡
・福利厚生施設等 57件 37,400㎡
・宿泊施設 64件 94,200㎡

８．目的積立金による整備

２４件 約７万３千㎡
○ 主な内容
・東京大学 海洋研究所移転整備
・九州大学 伊都キャンパス移転整備

10.土地処分収入を活用した整備

４．企業による整備

１９件 約１万７千㎡
○ 主たる内容

・共同研究施設 3件 6,500㎡

・宿舎 4件 4,200㎡
・福利厚生施設等(独立採算型) 8件 2,600㎡

２０６件 約４万３千㎡
○ 主たる内容
・教育研究施設 35件 11,100㎡
・附属病院 70件 7,600㎡

９．その他自己財源による整備

３件
○主な内容
・レンタルラボ（国費との合築） 3件

11.ＰＦＩ事業

京都大学稲盛財団記念館（寄附による整備） 
横浜国立大学大岡インターナショナルレ

ジデンス（企業による整備） 

横浜国立大学大岡インターナショナルレ

ジデンス（企業による整備） 

東京芸術大学千住キャンパス（足立区） 
（地方公共団体との連携） 

東京芸術大学千住キャンパス（足立区） 
（地方公共団体との連携） 

東京大学数物連携宇宙研究機構棟
（受託研究費（間接経費）による整備） 

図表７ 多様な財源を活用した整備手法による整備の状況 

群馬大学テクノプラザおおた（太田市） 
（他省庁との連携） 

群馬大学テクノプラザおおた（太田市） 
（他省庁との連携） 
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（３）施設整備による教育研究等への成果・効果 

①第２次５か年計画において整備した施設による教育研究等への成果・効果 

第２次５か年計画の期間中に整備した施設による教育研究等への成果・効果について

国立大学法人等の長や教員等にアンケート調査を実施したところ、安全・安心な教育研

究環境の確保や教育研究活動の活性化、研究意欲の向上、学習意欲の向上などについ

て「効果があった」などとの回答が８割を超えており、教育研究等へ一定の効果が現れて

いる。（図表８）また、成果・効果を発現するためには、新たなスペースの確保や情報環

境・室内環境の充実・改善などの整備が有効であるとの回答が多く、様々な整備内容を

目的に合わせ効果的に組み合わせて実施することが有効である。（図表９） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆国立大学法人等の長を対象としたアンケート調査結果 

大学附属病院の整備

卓越した研究拠点の整備

人材養成機能を重視した
基盤的施設の整備

老朽施設の再生整備

ⅲ地域の中核的医療機関としての機能充実

ⅱ臨床医学発展と医療技術水準の向上への貢献

ⅰ医療系人材の教育・養成

ⅳ国家的・社会的課題への対応など他大学や公的研究機関との共同研
究等の連携協力を推進する研究環境の確保

ⅲ地方公共団体、民間企業との共同研究など社会等との連携協力を推
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ⅱ国内外の優れた研究者や学生を惹きつける研究環境の確保

ⅰ優れた教育研究機能を持つ世界水準の独創的・先端的な学術研究の
拠点形成

ⅴ宿舎や福利厚生施設等の生活面の環境の確保

ⅳ若手研究者が自立して研究できる環境の確保

ⅲ個性・特色ある教育内容・方法の展開

ⅱ大学院教育の実質化等の教育内容・方法の改革・改善への対応

ⅰ創造性豊かな人材、国際的に通用する人材等の人材養成機能の強化

ⅰ安全・安心な教育研究環境の確保

大学附属病院の整備

卓越した研究拠点の整備

人材養成機能を重視した
基盤的施設の整備

老朽施設の再生整備

ⅲ地域の中核的医療機関としての機能充実

ⅱ臨床医学発展と医療技術水準の向上への貢献

ⅰ医療系人材の教育・養成

ⅳ国家的・社会的課題への対応など他大学や公的研究機関との共同研
究等の連携協力を推進する研究環境の確保

ⅲ地方公共団体、民間企業との共同研究など社会等との連携協力を推
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ⅱ国内外の優れた研究者や学生を惹きつける研究環境の確保

ⅰ優れた教育研究機能を持つ世界水準の独創的・先端的な学術研究の
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図表８ 第２次５か年計画の期間中に整備した施設による教育研究等への効果 

⑨先端技術の知識を取得した技術者の育成⑧創造的・独創的で自立した研究者の育成⑦学生の学習意欲の向上

⑥研究意欲の向上⑤共同研究や異分野の研究者との交流の活性化④教育研究活動の活性化

③教育研究の進展②教育研究内容の拡充①少人数教育等のきめ細やかな教育の実施

⑨先端技術の知識を取得した技術者の育成⑧創造的・独創的で自立した研究者の育成⑦学生の学習意欲の向上

⑥研究意欲の向上⑤共同研究や異分野の研究者との交流の活性化④教育研究活動の活性化

③教育研究の進展②教育研究内容の拡充①少人数教育等のきめ細やかな教育の実施

新増築や諸室の集約化等による新たなスペースの確保 情報環境等の整備による施設の高機能化 空調等の設備更新による施設の機能向上 耐震化等による安全・安心の確保
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◆整備した施設を利用している教員等を対象としたアンケート調査結果 

図表９ 教育研究等への効果を発現するために最も有効な整備内容 
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②教育研究等への成果・効果の具体的事例 

第２次５か年計画の施設整備において、以下の事例のように教育研究等へ様々な成果・

効果が現れている。（図表 10） 

・図書館の老朽解消において、ラーニングルームを設置したことにより、コンピュータを活

用しながらの学術情報収集・整理等が可能となり学習効率が向上するとともに、グルー

プ学習室を設置したことにより、少人数のディスカッションが可能となり学習効果が向上

（群馬大学） 

・研究スペースの不足を解消し安全な研究環境を確保することにより、新たな研究の展開

が可能となり、国内外の研究機関と連携した共同研究が可能となる等、研究活動が活性

化（広島大学） 

図表 10 施設整備による教育研究等への成果・効果の具体的事例 

課
題
の
解
決

課
題
の
解
決

課
題
の
解
決

課
題
の
解
決

課
題
の
解
決

課
題
の
解
決

人材養成機能を重視した基盤的施設の整備 ～学術情報基盤の強化による教育研究活動の活性化（群馬大学）～

○電気設備の容量不足により、
機器の増設に対応できず、
新たな研究の展開が困難
○スペースの配置が高度化す
る研究内容に対応できてお
らず、機能的・効率的な研究
環境の確保が困難

○外国の研究機関との共同研究が増加
し、国際的な研究拠点として世界を
リード
○放射線影響・医科学分野における全
国の大学共同利用・共同研究拠点とし
て認定され、国内における共同研究も
活性化

大学附属病院の整備 ～病棟の高度化・快適性向上による高度先進医療の推進（岡山大学）～

○老朽化による施設機能低下
により高度先進医療を提供
するための環境が不十分
○病室の居住環境の悪化や
個室や食堂等の不足により、
患者サービスの質が低下

○ＩＣＵ（集中治療室）等の高度な先進医
療を提供する環境の整備やヘリポート
の整備により、地域の中核的医療機関
としての機能を強化
○個室病室を増やすなど快適な療養環
境を確保

卓越した研究拠点の整備 ～世界をリードする放射線医科学分野の研究拠点の形成（広島大学）～

快適で機能的な実験室ゾーン
狭く機能性の低い実験室

世界水準の放射線医学研究の拠点

狭く老朽化した６人床の病室
快適な療養環境の個室病室

高度先進医療を支える環境

快適で機能的な実験室ゾーン

世界水準の放射線医学研究の拠点

狭く老朽化した６人床の病室 快適な療養環境の個室病室

高度先進医療を支える環境

情報化などに対応するスペースが不足

○グループ学習室等を整備したことに
より、課題探求型学習等を支援
○グループ学習室を設置したことによ
り、少人数のディスカッションが可能
になり、学習効果が向上
○ラーニングルームの設置により、情
報環境が充実し学習効率が向上パソコンを設置したラーニングルーム

コミュニケーションスペースを充実

○老朽化も進み、安全な環境
の確保が困難
○課題探求型学習等を支援
するスペースが不足
○情報化への対応など図書
館機能が不足

コミュニケーションスペースを充実

情報化などに対応するスペースが不足 パソコンを設置したラーニングルーム
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・老朽化・狭隘化した附属病院を再生することにより、高度先進医療の提供や患者プライ

バシーの確保が可能となり、手術件数が増加するなど地域の中核的医療機関としての

機能強化や安全・安心な療養環境を確保（岡山大学） 

 

③施設の現状に関する満足度 

一方、前述のアンケート調査において、第２次５か年計画の期間中に整備を実施した施

設以外で現在保有している施設の満足度について調査したところ、国立大学法人等の長と

教員等ともに、施設の面積（量）と機能（質）について全設問において満足度が低く、特に

「教育研究の国際交流を推進するための施設」や「世界水準の学術研究の拠点となる施設」、

「留学生宿舎」などについては「不満」などとの回答が約８割となっており満足度が低い。

（図表 11） 

 

 
 

 

◆国立大学法人等の長を対象としたアンケート調査結果 

ⅲ福利厚生施設（食堂、課外活動施設等）

ⅱ留学生宿舎

ⅰ学生宿舎

学生支援に
関する施設

ⅲ大学院教育充実のための施設

ⅳ教育研究の国際交流を推進するための施設

ⅱ若手研究者が自立して研究できる環境

ⅵパソコン、LAN、プロジェクター等の高機能な
設備を備えた施設

ⅴ優れた教育研究機能を持つ世界水準の学術
研究の拠点となる施設

ⅰ教育研究を支援するための附属図書館附属図書館

ⅳ学生が集える場（コミュニケーションスペース）

教育研究に
関する施設

ⅰ新たな教育研究を実施するための施設

ⅲ福利厚生施設（食堂、課外活動施設等）

ⅱ留学生宿舎

ⅰ学生宿舎

学生支援に
関する施設

ⅲ大学院教育充実のための施設

ⅳ教育研究の国際交流を推進するための施設

ⅱ若手研究者が自立して研究できる環境

ⅵパソコン、LAN、プロジェクター等の高機能な
設備を備えた施設

ⅴ優れた教育研究機能を持つ世界水準の学術
研究の拠点となる施設

ⅰ教育研究を支援するための附属図書館附属図書館

ⅳ学生が集える場（コミュニケーションスペース）

教育研究に
関する施設

ⅰ新たな教育研究を実施するための施設
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◆施設を利用している教員等を対象としたアンケート調査結果 
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ⅱ若手研究者が自立して研究できる環境

ⅵパソコン、LAN、プロジェクター等の高機能な設
備を備えた施設

ⅴ優れた教育研究機能を持つ世界水準の学術研
究の拠点となる施設

ⅰ教育研究を支援するための附属図書館
附属図書
館
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ⅰ新たな教育研究を実施するための施設
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ⅱ留学生宿舎
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に関する
施設

ⅲ大学院教育充実のための施設

ⅳ教育研究の国際交流を推進するための施設

ⅱ若手研究者が自立して研究できる環境

ⅵパソコン、LAN、プロジェクター等の高機能な設
備を備えた施設

ⅴ優れた教育研究機能を持つ世界水準の学術研
究の拠点となる施設

ⅰ教育研究を支援するための附属図書館
附属図書
館

ⅳ学生が集える場（コミュニケーションスペース）
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に関する
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ⅰ新たな教育研究を実施するための施設
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満足 やや満足 やや不満 不満

（※「該当なし」を除く）

面積（量）の満足度 機能（質）の満足度

図表 11 整備を実施した施設以外で現在保有している施設の面積（量）、機能（質）の満足度 
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２．国立大学法人等施設の現状と課題 

 国立大学法人等施設は、第２次５か年計画に基づく重点的整備とシステム改革によ

り整備が推進されてきた。 

 しかしながら、現在の国立大学法人等の施設においては、依然として様々な課題を

抱えている状況が浮き彫りになっており、具体的には以下の問題が生じている。 

 

（１）老朽化の状況 

老朽化については、第２次５か年計画策定時に重点的整備の対象外となった老朽

施設や重点的整備の対象となりつつも、未だ整備がなされていない老朽施設に加え、

その後の経年による新たな老朽化の進行により、今後の改善需要は増大することが

見込まれている。 

 現在、国立大学法人等が保有している施設のうち、経年２５年以上の老朽施設は

約１,５６０万㎡（保有施設の６割弱）存在し、改善が必要な老朽施設は、未改修

の施設で約６６２万㎡（保有施設の約２５％）、一部改修済8の施設で約３４２万㎡

（保有施設の約１３％）となり、全体の老朽施設の改善需要としては約１，０００

万㎡（保有施設の約３８％）になっている。これら老朽施設においては、安全性・

機能性の確保など早急に改善すべき課題を抱えている。（図表 12） 

 

  
 

 

①安全面に関わる問題 

 国立大学法人等の老朽施設の大半は旧耐震基準9により設計された施設であり、耐

震性など構造上の問題を有している施設が多く、学生や教職員等の安全確保、地域

の応急避難場所としての機能確保、これまで蓄積されてきた知的財産確保の観点か

らも問題がある。 

 耐震性については、大規模な地震等により倒壊等の危険性のある施設が依然とし

                                                  
8 一部改修済：耐震改修、内部改修、外部改修のいずれかが未改修の施設又は内外部改修後 25年以上経過した施設 
9 旧耐震基準：耐震設計基準は、昭和 53 年の宮城沖地震後の抜本的見直しを受けて、昭和 56 年に改正されており、改正前の耐

震基準を旧耐震基準という。 

図表 12 国立大学法人等施設の経年別保有面積 
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S36以前 S37～S41 S42～S46 S44～S51 S52～S56 S57～S61 S62～H3 H4～H8 H9～H13 H14～H18 H19～

面積（万㎡）

未改修
662万㎡

　　改　修　済：外部、内部、耐震の全てが改修済
　　一部改修済：外部、内部、耐震のいずれかが未改修
　　未　改　修：改修履歴が無い

（平成２２年度末推計）

経年25年未満
1,089万㎡

改修済
（改修不要）

556万㎡

一部改修済
（要改修）

342万㎡

・国立大学法人等の施設は約2,649万㎡
・経年25年以上の老朽施設は約1,560万㎡（保有面積の約59％）
　うち、未改修又は一部改修済（要改修）の老朽施設は約1,004万㎡（保有面積の約38％）

（文部科学省調べ）
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て残っている状況であり、安全な教育研究環境が十分確保されていない。一方で、

日本全国で大規模な地震の発生が危惧される中、「建築物の耐震改修の促進に関す

る法律」に基づく基本方針において、建築物の耐震化率を平成２７年までに少なく

とも９割にすることが目標とされており、耐震化は引き続き政府全体で取り組むべ

き課題である。 

 また、施設の経年劣化により、非構造部材10である外壁・庇の落下や、鉄筋の腐

食・コンクリートの劣化による構造体としての強度の低下等、安全面に問題のある

老朽施設が存在している。特に、経年５０年以上でコンクリート強度の低い建物等、

改修では建物の構造耐力の向上が困難なものも見受けられ、今後、建て替え（改築）

の需要も増加することが想定される。 

 このほか、基幹設備（ライフライン）11についても、法定耐用年数を超えるもの

の割合が高く、特に、受変電設備やガス等の屋外配管などの機能劣化により、教育・

研究・診療活動への支障に加え、人命に影響を与える重大な事故等が発生する恐れ

がある。（図表 13） 

 

                                                  
10 非構造部材：天井材、外装材、照明器具などの構造体以外の部材のこと。狭義には天井材をはじめとする建築非構造部材を
指すが、広義には設備機器や家具などを含める。  
11 大学等の教育研究活動に不可欠な電力、ガス、通信・情報、給排水、空調等を維持するために必要となる建築設備の主要・幹

線部分をいう。 

耐震性が確保されていない老朽施設や、今にも外壁等が落下しそうな老朽施設など、安全上問題

のある危険な建物が数多く存在している。 

適切な維持管理を行っている基幹設備においても、経年劣化に伴う事故発生の恐れがあり、配管

の著しい劣化による漏水、ガス・蒸気漏れ、電線の破断等の発生や、老朽化したボイラーからの蒸気

の噴出、屋外の煙突や電柱の倒壊など、安全上問題のある危険な状態が数多く存在している。 
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②機能面に関わる問題 

 教育研究の高度化・多様化や組織の見直し、プロジェクト研究の変更等に伴い、

研究室や実験室等の利用内容・方法の変化が求められている中で、各室の配置がフ

レキシビリティに欠け、機能的・効率的に使用できない施設が多く存在している。 

 また、実験研究上求められる室内環境（防音、防振、防磁、適切な温度・湿度・

照度の確保など）の不備や配管の腐食による水質の問題から、実験の精度に影響を

及ぼす事例もある。 

 さらに、電力・給排水設備などの不備や容量不足により、実験研究内容の変化や

実験機器の増設に対応できないといった事例や、情報通信設備が不十分で多機能か

つ高機能な教育が実施できないといった事例も発生している。 

  このように、施設の老朽化により、十分な教育研究活動が実施できないなど、教

育研究を行う上で必要な質的機能が確保されていない施設が多く存在している。 

 

施設のフレキシビリティが欠けているため、教育研究の高度化・多様化に対応できておらず、さら

に、配水管の腐食による水質の悪化、電力・情報通信設備の容量不足等により、円滑な教育研究

に支障が生じる状況が発生している。 

平成 21 年 5 月 1 日現在

耐用年数が

超過してい

る台数 台数計

89 217

263 599

1,600 2,706

337 484

475 853

536 1,369

3,300 6,228

特別高圧受変電設備

自家用発電設備

受水槽設備

排水処理設備

暖房熱源設備
（ボイラ等）

冷房熱源設備
（冷凍機等）

9%

17%

40%

23%

16%

11%

6%

9%

12%

13%

9%

9%

8%

10%

7%

11%

6%

8%

17%

20%

11%

13%

14%

13%

18%

14%

11%

16%

19%

27%

22%

13%

11%

15%

22%

21%

20%

17%

8%

9%

14%

11%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経年30年以上 経年25～29年 経年20～24年 経年15～19年 経年10～14年 経年5～9年 経年5年未満

平成２２年５月１日現在

（５３％） （１００％）合計

※法定耐用年数（減価償却資産の耐用年数等に関する省令に基づく耐用年数）はそれぞれ１５年

（文部科学省調べ）

図表 13 国立大学法人等における主な基幹設備（ライフライン）の老朽化状況 
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③資産価値に関わる問題 

建物は経年により日々機能が劣化するものであり、老朽施設は毎年確実に発生し

続けていく。建物に付随する設備を含め、建物等の耐用年数を踏まえた適切な投資

をしない場合、耐用年限を超えた建物等が増加し、一般的に減価償却費の減少とし

て表れてくることとなる。 

国立大学法人等の施設に係る減価償却費の状況をみると、教育研究に必要な基盤

的施設の減価償却費が平成１６年度から大幅に減少しており、少なくとも減価償却

費相当額を超える設備投資を実施していかない限り、建物の資産価値は減少するこ

ととなる。（図表 14） 

 
 

 

 

（２）狭隘化の状況 

 近年の教育研究の進展に伴う各種研究設備の増加や、大学院組織の拡充、産学官

連携の進展等により、国立大学法人等施設は著しい狭隘化に悩まされている。 

 これまでも「国立大学等施設緊急整備５か年計画」等において、狭隘解消を重点

的課題の一つとして位置づけ、緊急整備を図ってきたことにより、施設の保有面積

は需要に応じて増加しているが、現在の保有施設は教育研究を行うために必要とさ

れる面積（必要面積）の約９割にとどまっている状況であり、高度化・多様化する

教育研究を十分支援できていない施設が存在している。（図表 15） 

 具体的には、薬品等を使用する実験室の中に研究者のデスクを並べざるを得ない

といった劣悪な環境下において教育研究を強いられるなど、教育研究上著しい支障

が生ずるとともに、実験の安全確保が懸念されるケースも見受けられる。 

また、最近では、特に、外部資金の獲得によるプロジェクト研究等を実施してい

る一部の大学において、上記の必要面積では考慮されていないポストドクター12等

の研究者等が増加するなど、狭隘化が進行している事例も見受けられる。新たに採

用したポストドクター等の若手研究者に対する独立した研究スペースの支援状況

をみると、国立大学法人の約６３％が「なし」と答えており、これら若手研究者が

研究に専念できる自立的な環境が整っていない状況も発生している。（図表 16） 

                                                  
12 ポストドクター：Post-Doctoral Fellow の略。博士の学位を取得後、任期付で任用される者であり、①大学等の研究機関で
研究業務に従事している者であって、教授・准教授・助教・助手等の職にない者、②独立行政法人等の研究機関において研究業
務に従事している者のうち、所属する研究グループのリーダー・主任研究員等でない者を指す。（博士課程に標準修業年限以上
在学し、所定の単位を修得の上退学した者（いわゆる「満期退学者」）を含む。） 
 

※減価償却費：当該年度における固定資産の使用などによる経済価値の減少を示す。
※特定償却資産：減価に対応すべき収益の獲得が予定されない、教育研究施設等の資産 
           （減価償却費は、減価償却相当額を資本剰余金から減額する方法（損益外減価償却）） 
※特定償却資産以外：減価に対応すべき収益（附属病院収入等）の獲得が予定されている、附属病院等の資産 
              （減価償却費は、損益計算上の費用に計上（損益内減価償却））

図表 14 国立大学法人等の施設に係る減価償却費の推移

国立大学法人、大学共同利用機関法人、国立高等専門学校の財務諸表の建物、建物附属設備、構築物の減価償却費を集計 （文部科学省調べ）
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◆若手研究者スペースの確保状況 

（人） 

出典：「ポストドクター等の雇用状況・博士課程在籍者への経済的支援状況調査」文部科学省・科学技術政策研究所（平成22年4月） 

出典：科学技術政策研究所「科学技術人材に関する調査(2009年３月)」より作成 
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◆ポストドクター等数の推移 
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図表 16 国立大学法人等施設の狭隘化関連の状況 

必要面積

保有面積 

保有面積は教育研究を行うために必要

な面積の９割程度にとどまっている。 

大学院の増加等に伴い、 

必要面積は増加傾向にある。 

（万㎡） 

0

S59 S60 S61 S62 S63 平元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

※必要面積：教育研究環境の一定の水準を確保するため、学生・教職員数等に基づいて算出された目安となる面積 

（文部科学省調べ）

図表 15 国立大学法人等における必要面積及び保有面積の推移 
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（３）病院再生整備の状況 

 大学附属病院は、将来の医療を担う医療人の教育・養成（教育研修機能）、臨床

医学発展と医療技術水準の向上への貢献（研究開発機能）及び地域の中核病院とし

ての質の高い医療の提供（医療提供機能）といった重要な役割を担っている。 

 このような使命を果たすためには、その基盤となる施設が、医療の高度化や地域

医療に対する機能強化等に対応することが極めて重要であるが、施設の老朽化等に

伴い、先端医療機器の導入の困難、患者の療養環境の悪化によるサービスの低下、

医療従事者の労働環境の悪化及び経営の非効率等の状況が発生している。 

 大学附属病院は、建物の老朽化のみならず、最先端医療に十分に対応できない旧

来の病院施設を多く抱えており、順次再開発整備を行っているが、４２大学附属病

院中、再開発整備中が２６病院、再開発未着手が６病院あり、適切な教育研究活動

や医療活動等を行えない状況が多く残っている。 

 

 

（４）地球環境問題への対応 

 環境問題は人類の将来の生存と繁栄にとって緊急かつ重要な課題であり、とりわ

け、地球温暖化は、その予想される影響の大きさや深刻さから見て、人類の生存基

盤に関わる最も深刻なものの一つとして、世界規模の喫緊の課題となっている。 

こうした中、平成２０年から始まった京都議定書13の第１期約束期間の目標達成

に向けた取組が求められるとともに、今後も低炭素社会の実現に向けた取組を一層

推進することが求められている。 

また、国内における法的枠組みとしては、「エネルギーの使用の合理化に関す

る法律」14や「地球温暖化対策の推進に関する法律」15が改正されるなど、大学

等も含めて各事業者に対して必要な対策を講じることが求められている。 
一方、全国の学校施設に起因するＣＯ２排出量の大半は大学施設から排出されて

おり、有識者が行ったマクロ推計に基づけば、２０５０年における学校施設からの

ＣＯ２排出量は、現在の標準的な省エネ対策などを実施するだけでは基準年

（１９９０年）比で、約１０％増加する可能性が示されており、学校施設はＣＯ２

排出抑制のための一層の対策を講じていかなければならない。（図表 17） 

しかしながら、地球温暖化対策に関する計画16を策定していない国立大学法人等

が依然として約３割程度あり、また、施設の状況についても、経年劣化等により省

エネ性能の著しく低い老朽施設が未改修のものだけでも約６５３万㎡存在してい

る。世界が地球環境対策に力を注いでいる中で、我が国の国立大学法人等において

も、遅れを取ることなく、積極的な対策を講じるべき状況にある。 

                                                  
13 2005 年（平成 17 年）2月に、「気候変動に関する国際連合枠組条約」に基づく、京都議定書が発効され、同議定書では、我が

国の温室効果ガスの総排出量について 1990 年を基準として、2008 年から 2012 年の平均値で 6％削減が法的拘束力のある約束と

して定められた。 
14 平成 20 年 5 月 30 日改正。関連する主な改正事項：事業者単位のエネルギー管理義務の導入（個々の事業場単位から事業者単

位へ改正）や、建築物に係る省エネルギー措置の届出義務の対象拡大（中小規模の建築物も対象〔2,000 ㎡以上から 300 ㎡以上〕）

など 
15 平成 20 年 6 月 13 日改正。関連する主な改正事項：事業者単位での温室効果ガス排出量の算定・報告の導入（個々の事業所単

位から事業者単位へ改正）、排出抑制指針の策定（事業活動に伴う温室効果ガス排出抑制のために必要な措置を提示）など 
16 「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置について定める計画」（平成 19 年 3月

30 日閣議決定）において、政府関係機関や関係団体においても同計画の趣旨を踏まえた率先的な取組を期待している。 
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（５）政策的な課題、社会的な要請への対応 

 世界の様々な状況が大きく変わる中、国立大学法人等を取り巻く状況も変化し、

新たな課題が生じているとともに、社会的に大きな役割が求められている。 

例えば、留学生の増加などの高等教育のグローバル化への対応や、「リーディン

グ大学院」構想の推進、世界をリードし将来の技術革新を生む基礎科学力の強化、

深刻な医師不足や周産期医療等地域医療への対応など、様々な政策課題がある一

方、前述の地球温暖化対策をはじめとする地球環境への配慮や、社会貢献・国際貢

献の推進、教育・研究分野における男女共同参画の推進など、社会的に果たすべき

役割が突きつけられている。 

 さらに、国内外の状況が急速に変化し、社会構造全体が大きな変革期を迎えてい

る中で、大学教育全体の在り方について見直すべき状況にあることから、中央教育

審議会大学分科会において、人口減少期における我が国の大学の全体像など「中長

期的な大学教育の在り方」について検討が行われている。これらの検討を踏まえつ

つ、今後の施設整備の在り方や中長期的な対応方策を検討していく必要がある。 

 

 

（６）財政上の課題 

 国立大学法人等施設整備費については、国の厳しい財政状況の中、近年、当初予

算は減少傾向であり、補正予算において緊急を要する整備に対応してきているもの

の、施設整備費は需要に比べ絶対的に不足17しており、計画的かつ十分な施設整備

を行うことが困難な状況となっている。（図表 18）また、病院の施設の整備は主

に長期借入金で行われており、平成２２年度の診療報酬改定により病院の診療収入

は増加する見込みではあるものの、その償還は依然として大きな負担となっており、

国による更なる財政的な支援が求められている。 

 さらに、現下の厳しい経済状況等から、産業界等との連携等による整備も厳しい

状況が生じており、各法人の自助努力による施設整備に困難が生じる事案も想定さ

れる。 

                                                  
17 国立大学法人等の施設を維持するための改修や改築の費用だけでも毎年約２,２００億円以上の予算が必要であるという試
算もある。 
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出典：学校施設整備指針策定に関する調査研究協力者会議「環境を考慮した学校づくり検討部会」の伊香賀委員作成

◆現状維持ケース ◆各種対策ケース 

図表 17 ＣＯ２排出総量のマクロ推計 
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（７）諸外国における大学施設の戦略的整備 

 我が国の国内総生産（ＧＤＰ）に対する高等教育への公財政支出割合（０.５％）

は、ＯＥＣＤ各国平均（１.０％）の１／２となっており、ＯＥＣＤ加盟国の中で

も最低水準となっている。その上、国立大学法人等の平成２２年度予算における資

本的支出（施設設備等に対する支出）比率に着目しても、ＯＥＣＤ各国平均（９.

３％）の更に１／２以下（４.３％）であり、欧米諸国よりも低い割合となってい

る。（図表 19、図表 20） 

 

 

 （文部科学省調べ）

※施設整備費補助金等 

・平成15年度以前は、施設整備費から不動産購入費を除いた額 

・平成16年度以降は、施設整備費補助金から不動産購入費を除き、施設費交付金を加えた額の合計

※四捨五入のため合計値が合わない場合がある 
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図表 18 国立大学法人等施設整備費予算額の推移 

図表 19 高等教育機関に対する公財政支出の対ＧＤＰ比のＯＥＣＤ各国比較 

出典：「OECD, Education at a Glance 2010」を元に文部科学省が作成
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また、欧米の先進国においては、国が積極的に高等教育や科学技術政策に対する

戦略的な投資を図っており、その基盤となる大学等のキャンパス整備に対しても重

点的な投資を図っている国も多い。 
例えば、米国においては、高等教育機関の施設整備は各州の裁量にゆだねられて

おり、連邦政府は関与しないことが原則とされているが、オバマ大統領の基本方針

では、雇用の急速な創出と長期的な成長を目指す「アメリカの回復と再投資計画」
18を推進するため、大学施設の整備を含めた戦略的投資を行うことが掲げられてお

り、これに伴う予算措置もなされている。 

英国においては、高等教育機関への支出抑制が続いた結果として高等教育機関の

質が劣化したことを受け、１９９７年に高等教育の拡大や高等教育財政の改善を勧

告した「デアリング報告」19において、２０年後の高等教育の発展のために多額の

追加資金が必要なものとして、「建物の改修と陳腐化した設備の更新」をあげてお

り、以降、高等教育に対する国の支出が増大するとともに、より本格的な施設設備

整備のための資金交付が戦略的な計画の下で行われている。 
フランスにおいては、大学施設が老朽化し現代の教育研究に対応しておらず、学

生にとって魅力あるキャンパスとなっていないこと等が指摘され、２００８年、サ

ルコジ大統領の強い意向の下、大学キャンパスを刷新することにより、国内外の優

秀な人材を惹きつけ大学の活性化を図るとともに、優れた教育研究によりフランス

の大学を世界最高レベルに引き上げることを目的とした「オペレーション・キャン

パス」プロジェクトを創設し、総額５０億ユーロ（約６,１５０億円20）の財政支援

を行うこととしている。 

ドイツにおいては、２００５年の連邦制度改革により、連邦と州の「共同任務」

とされていた高等教育が州の管轄となったが、国として移行措置による補償や大型

                                                  
18 American Recovery and Reinvestment Plan,2009 年 1 月 
19 デアリング報告（通称）…"Higher education in the learning society", National Committee of Inquiry into Higher 

Education,1997 年 7 月 
20 1 ユーロ＝123 円で換算。 

＊１ 平成22年度国立大学法人等予算額
＊２ Education at a Glance OECD INDICATORS 2010 2007年（平成19年）調査

【各国の資本的支出比率】 
スペイン19.6％、チェコ18.2％、韓国17.4％、ポーランド15.0％、イタリア12.8％、オランダ12.3％、 
アメリカ11.6％、オーストラリア10.8％、ハンガリー9.4％

図表 20 高等教育機関に対する公財政支出に占める資本的支出の割合 

9.3% 90.7%

4.3% 95.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

OECD各国平均＊２

国立大学法人等＊１

資本的支出

消費的支出
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の研究施設等に対する支援を行うとともに、例えば、ノルトライン＝ヴェストファ

ーレン州では高等教育の施設整備に関し、２００９年から２０１５年までで総額５

０億ユーロ（約６,１５０億円）の投資を行うなど、各州においても重点的な投資

が図られている。 

このほか、欧米諸国のみならず、韓国や中国、タイ、マレーシア、シンガポール、

インドなどのアジア諸国においても、国際競争力の推進等の観点から、高等教育や

その基盤となる施設の整備に対する重点投資を図っており、殊に、中国では、国主

導で各種プロジェクトを掲げ、世界レベルの大学建設のための重点政策を実施して

きている。（図表 21） 
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図表 21 諸外国における大学施設整備に関する政府の取組 

ドイツドイツ 米米 国国

英英 国国 フランスフランス

フィンランドフィンランド カナダカナダ

1997年、高等教育の拡大や高等教育財政の改善を勧告し
たデアリング報告を受け、定常的な交付金に加え、別途、施
設整備に特化した「就学・教育・研究・基盤施設設備整備交
付金」を導入。また、寄付金の額に応じて政府が助成を行う
マッチング･ファンド政策を実施。

国内外の優秀な人材を惹きつけ大学の活性化を図るとと
もに、フランスの大学の競争力を高め、世界最高レベルに引
き上げることを目的として、2008年より「オペレーション・キャ
ンパス計画」を実施し、10プロジェクトに財政支援。同計画の
ために、およそ50億ユーロ（約6,150億円）を支出。

（連邦政府）
○高等教育は州の管轄となったが、移行措置として施設設備
の整備に特化した財政支援として、2013年まで年間およそ10
億ユーロ（約1,230億円）の支援を実施。
（ノルトライン＝ヴェストファーレン州）
○州内３３大学の近代化を図るため、2009年から2015年まで
に約50億ユーロ（約6,150億円）を投資。

（連邦政府）
○2009年の緊急経済復興策の中で、各州の教育機関に対
する施設設備投資を目的とする臨時教育予算を措置。
（ニューヨーク州）
○1998年より施設整備投資5ヵ年計画を導入し、単年度予算
から複数年度予算に移行。

政府は大学へ積極的な寄付金集めを奨励。各大学ごとに
寄付金の目標額を設定し、目標を達成した場合は、集めた
寄付金1ユーロにつき、政府が2.5ユーロの報奨金を支払うこ
とを約束

カナダ経済アクショプランのひとつであるＫＩＰ（知識インフラ
プログラム）（2009-2010）において、連邦政府がインフラ整
備を目的とし直接的に支援。補助金額は連邦と州を併せて
50億カナダドル（約4,400億円）を措置。

中中 国国 韓韓 国国

タイタイ

マレーシアマレーシア シンガポールシンガポール

インドインド

オーストラリアオーストラリア

「211工程」に基づき、100程度の高等教育機関や重点先
行分野に投資、1996年から2010年までに中央政府として
100億元（約1,500億円）を措置。また、「985工程」に基づき
3年間で2大学に18億元（約270億円）を措置。

政府は2007年に「国立大学施設拡充のための計画」を
樹立し、高等教育機関における施設整備費は増加の傾向に
ある。（2006年と比較して2009年予算は45%増加）

連邦が定める政府全体の5か年計画の枠組に従って各大学
に対し、開発資金と運営資金の配分を実施。第10次計画
（2001-2006）に比して、第11次計画(2007-2011）では高等
教育予算を大幅に増加。 （第10次と比し第11次は5.7倍増）

1兆7,000億バーツ（約4兆７,260億円）の国家予算のうち、
高等教育機関の施設整備に72億バーツ（約200億円）の支
援を行うなど、手厚い予算措置を実施。

国立大学の施設整備を含む公共投資に関わる事項は、
政府がまとめる「マレーシア計画」に位置付けられ、第9次
計画（2006-2010）における施設整備費として150億RM
（約3,900億円）を計上。

新築の施設整備に関する資金として配分される補助金
に加え、既存施設についても将来の建替えに要する資金を
「積立基金」として政府が分割して毎年補助。大学は改修費
としての使用や、基金としての運用等が可能。

施設整備合同基金（CDP）において2010年～2011年に7,100億豪ドル（約51億円）、研究基盤整備一括助成金（RIBG）に
おいて2008年は2億800億豪ドル（約150億円）を措置。また、高等教育機関の施設の整備・向上のために、新たに110億豪
ドル（約7,920億円）の教育投資基金を設立。

ミシガン州立大学（米国） 

バイオメディカル棟、学生の学習スペース 

マラヤ大学（マレーシア） 

建設予定の施設 
上海交通大学（中国） 

キャンパス全景（模型） 
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１．今後の国立大学法人等施設の目指すべき姿 

国内外の状況が急速に変化し、社会構造全体が大きな変革期を迎えている中、国立

大学法人等に対する期待と要請は極めて大きくかつ多様となっている。国立大学法人

等が、その使命と役割を着実に果たし、その個性をいかんなく発揮していくためには、

各法人が目指す将来のビジョンを明確かつ具体的に示すことが求められる。 

 また、各法人は、教育研究の基盤となる施設に関しても、そのビジョンを踏まえ、

高度化・多様化する教育研究活動等に適切に対応できるようにしていくことが求めら

れる。 

   

 その際、国立大学法人等は、各法人の将来ビジョンに基づく個性や特色に応じて求

められる以下に掲げる機能等を踏まえた施設整備を進めていくことが必要である。 

 さらに、現在、中央教育審議会大学分科会において、大学の機能別分化の促進や大

学間のネットワークの構築についての議論が進められていることを踏まえ、各法人に

おける機能別分化や大学間のネットワークの構築に対応した施設整備の在り方につ

いて、更に検討していくことが必要である。 

 

（１）教育機能の発展 

 大学等は、我が国の社会を支え発展させ国際社会をリードする人材、「知」の創

造等に貢献できる人材等を育成するために、教育機能の充実・発展を図る必要があ

る。また、より実践的な知識・技能及びその高度化を図り、高度な実践的・創造的

技術者の養成も求められている。このため、学生等の視点を重視しつつ、今後ます

ます高度化・多様化する教育内容等に対応した施設が求められる。 

 

①大学等の独自の特性を生かした多様な教育研究ニーズへの対応 

・一斉授業や少人数教育等の実施、学部・学科の壁を越えた特色ある教育の展開

等、各大学等がそれぞれ有する個性や特性を発揮し、高度化・多様化する教育

内容・方法等に機動的に対応できるフレキシビリティの高い学習空間の確保が

求められる。 

・マルチメディア教材の活用やインターネット等の情報通信システムを活用した

双方向型授業等、情報システムを活用した授業等の展開に対応するための情報

基盤の充実が求められる。 

 ②高度で専門的な教育研究ニーズへの対応 

・実践的・創造的な技術を身につけるための実験・実習環境の整備等、高度で専

門的な教育研究に対応した施設環境の整備が求められる。 

 

③世界的な教育拠点の形成への対応 

 ・成長分野等で世界を牽引するリーダーを養成する教育拠点の形成等に対応した

施設整備が求められる。 

④豊かな教育環境の確保（学生支援環境等の充実） 

・学生等の視点に立ったキャンパス環境の充実のため、図書館機能や自学自習の

場等を充実するとともに、知的創造活動を促す多様なコミュニケーションを図

第３章 今後の国立大学法人等施設整備の在り方 
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ることができる空間の確保など学生支援環境の整備が求められる。 

・学生や教職員が集い安らぎ、豊かな知性と感性を育むことができるような、快

適で豊かなキャンパスアメニティの形成への配慮が求められる。 

⑤大学間連携の推進 

・質の高い教育を提供するために他大学との連携を強化するための「教育関係共

同利用拠点」の形成に対応し、必要な機能の充実を図ることが求められる。 

 

 

（２）研究機能の発展 

 大学等は、学術研究の拠点として、イノベーションを創出する人材の育成機関と

して重要な役割を担っている。研究機能の発展を図るためには、プロジェクト研究

の増加や研究領域の融合化等への適切かつ柔軟な対応が求められる。他方で、大型

の研究設備を導入する場合等には、施設と研究設備を一体的に整備するという視点

が必要である。 
 
①卓越した研究拠点形成、イノベーション創出への対応 

・世界水準の卓越した学術研究の実施や大規模な拠点形成プロジェクトに伴い、

国内外の優秀な研究者や先端的な研究設備等の集積に対応できる環境を確保

することが求められる。 

②プロジェクト研究等への対応 

・様々なプロジェクト研究等に伴うポストドクターやプロジェクト研究員等の研

究者が自立して研究に専念できる環境の整備や、大型の研究設備の整備に対応

することが求められる。 

・弾力的に利用可能なスペースの確保や学内研究施設の共同利用に加え、実験施

設における安全性確保や運用体制の確立等が求められる。 

③共同利用・共同研究の推進への対応  

・個々の法人の枠を越えて、大型の研究設備や大量の資料・データ等を全国の研

究者が共同で利用する共同利用・共同研究の推進に対応し、必要な機能の充実、

研究者交流スペースの確保等を図ることが求められる。 

 

 

（３）産学官連携の強化 

 大学等は、イノベーションを創出する「知」の拠点として、産学官連携を戦略的

に展開していくことが求められており、大学等と企業等が一層の連携を深め、増加

する共同研究等に対応していくためにも、多様な形態による施設の整備に取り組む

必要がある。 

 

①地方公共団体、企業等との連携・協力と多様なスペース確保の取組 

・地方公共団体や企業等との連携・協力を強化した産学官連携機能が必要であり、

弾力的・流動的に使用できる共用の研究スペース等、プロジェクト型の研究活

動に対応できる施設整備が求められる。その際、状況に応じ、地方公共団体や

企業等によるキャンパス内での施設整備や、寄附建物との合築整備、キャンパ

ス外でのスペース確保など多様な手法による整備の推進が求められる。 
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②産学官連携の特性への配慮 

・産学官連携の際の機密情報の管理の徹底等、セキュリティ機能の強化に加え、

多様な形態での共同研究の実施等に適切に対応していくためのレンタルラボ

等、柔軟なスペースの確保等が求められる。 

 

 

（４）地域貢献の推進 

 大学等は、地域における知的・文化的中心として、地域の様々な人材を受け入れ

るとともに、教育研究活動等の成果を広く社会に開放し、地域社会の活性化に貢献

していくことが求められており、施設に関しても、地域連携を一層進め、地域貢献

に資するものとしていくことが求められる。 

 

①地域・社会との共生  

・大学等のキャンパスは地域の中核的な施設であるため、緑の空間や地域の町並

みとの調和など、周辺環境との調和に配慮したキャンパス整備が求められる。 

・地方公共団体やＮＰＯ等の地域振興に関する施策等と連携し、大学等を核とし

たまちづくりを進めていく視点も求められる。 

②生涯学習機能の充実 

・生涯学習の場として、地域住民や社会人、高齢者等多様な利用者に配慮した施

設づくりとともに、他の公共施設等との連携や相互の有効活用、情報ネットワ

ークの構築等、地域への貢献を支える施設機能の充実が求められる。 

 ③地域医療の拠点形成への対応 

・大学附属病院は、地域医療の中核的な役割が期待されているため、その機能を

強化し高度で先端的な医療機能を有した施設の整備が求められる。 

④安全性等への配慮 

・開かれた大学等として、また、地域の防災拠点として、地域住民等に安全で利

用しやすいキャンパス環境を確保することが必要であり、地域住民等の利用を

考慮したバリアフリー対策や、防犯や事故防止等への対策、防災機能の強化な

ど、公的施設としての社会的責任を踏まえた整備が求められる。 

 

 

（５）国際化の推進 

 大学等は、高等教育の国際化に積極的に取り組み、我が国の国際競争力強化に貢

献していくことが求められており、その施設は、国際的な教育研究の交流や国際的

に通用する人材育成の拠点、留学生の受け入れ促進のため、必要な機能を発揮する

ことが求められる。 

 

①キャンパスの国際化 

・海外から広く優秀な教育者・研究者等が集まり、大学等の教育研究機能を高め

ていくためには、キャンパスが国際化に対応し、海外の大学と比肩できる魅力

あるキャンパス環境を確保していくことが求められる。 
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②留学生、外国人研究者等への対応 

・「留学生３０万人計画」等による留学生の増加に伴い、留学生を惹きつける魅

力ある大学づくりと受入れ体制の整備が必要であり、教育研究スペースや国際

交流スペースの確保とともに、留学生宿舎等の生活支援施設の確保等が求めら

れる。また、外国語の標識等の設置等、留学生の利便性の向上に配慮すること

も求められる。 

 

 

（６）地球環境問題への貢献 

 低炭素社会、循環型社会、自然共生社会の構築に向けた具体的な行動が求められ

ている中、大学等は、環境への負荷が少ない持続的発展が可能なキャンパスへ転換

していく必要があり、省資源、省エネルギー、環境負荷の低減に一層貢献するとと

もに、それらを通じて地域や国際社会に貢献していくことが求められる。 

 

①地球温暖化対策等のモデルとなるキャンパス整備 

・経年劣化等により省エネ性能の低い老朽施設の再生や基幹設備の更新等を行う

際に環境負荷の低減に配慮した対策を講じるなど、地球環境に配慮した整備が

求められる。 

・地球環境の保全と形成の観点から、キャンパス内の緑の空間の充実や地域の景

観形成への配慮が求められる。 

・環境への負荷が少ない持続的発展が可能なキャンパス整備を進めていくために

ライフサイクルを通じた総合的な環境対策を講じていくことが求められる。 

②省エネ活動と一体的な環境対策の推進  

・長期的展望のもと、省資源・省エネルギーに関する管理運営面での積極的な取

組と併せた、地球環境に配慮したキャンパス整備を進めていくことが求められ

る。 

 

 

（７）魅力あるキャンパス環境の充実 

 キャンパスは大学等の顔であり、学部・学科の特性や地域性、歴史や伝統を象徴

する存在である。個性豊かな大学づくりを進め、学生等が将来有為な人材として

日々充実した学生生活を送るためにも、魅力あるキャンパス環境を充実していくこ

とが求められる。 

 

①キャンパス環境の調和、個性化 

・学問の府にふさわしい調和のとれたキャンパス環境とする必要があり、伝統

的・歴史的建物の保存活用等、歴史と文化を育み伝統を継承するとともに、大

学等の顔、地域のシンボルとしてふさわしい風格ある施設整備が求められる。 

・適切な緑地・広場等の屋外環境の整備とともに、キャンパス美化等の取組の推

進など、キャンパスの快適性や利便性の向上が求められる。 

②学生生活等を支える施設の充実 

・学生の交流等を活性化し、教育研究への支援を充実していくために、学生生活

等を支える福利厚生施設、就職・進学支援や課外活動等のための共用施設等の

充実を図ることが求められる。 
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・ユニバーサルデザインの導入、夜間利用への配慮、保育室の確保など、障害者、

外国人研究者や留学生、社会人学生など多様な施設利用及び男女共同参画の観

点を考慮したキャンパス計画が求められる。 

 

 

２．長期的視点に立った施設整備 

国立大学法人等は、その基盤となるキャンパス環境を、教育研究内容にふさわしい

機能として備え、ゆとりと潤いのあるキャンパス環境に創造・再生していくため、戦

略的なマネジメントを行っていく必要がある。 

一方、国立大学法人等は、現在、改善を要する老朽施設を多数抱えており、今後も

定常的に老朽施設が発生していく中で、各法人が目指す将来のビジョンを具現化して

いくためには、効果的・効率的に施設機能の維持・向上を実施していかなくてはなら

ない。 

国立大学法人等が、厳しい財政状況の中で今後の施設整備をより効果的・効率的な

投資によって実施し、その使命と役割を着実に果たすためには、各法人において、将

来的なビジョンを踏まえ、長期的視点に立ったキャンパス全体の整備計画（キャン

パスマスタープラン21）を策定し、計画的な整備を進めていくことが必要である。 

 

 ○キャンパスマスタープランの策定 

 国立大学法人等は、学長等がリーダーシップを発揮し、全学的な取組として、ア

カデミックプランや経営戦略等を踏まえた長期的・総合的なキャンパスマスタープ

ランを策定・充実していくことが必要である。 

また、国はキャンパスマスタープランの必要性や役割等について整理した「戦略

的なキャンパスマスタープランづくりの手引き」の普及を図るなど、各法人におけ

るキャンパスマスタープランの策定・充実を促すことが求められる。 

 

 

３．国及び国立大学法人等の連携・協力 

 国立大学法人等の制度設計において、その施設整備は、「国家的な資産を形成する

ものであり、毎年度国から措置される施設費をもって基本的な財源とするが、財源の

多様化や安定的な施設整備、自主性・自律性の向上等の観点から、長期借入金や土地

の処分収入その他の自己収入をもって整備することを可能とする」22こととされた。 

そのため、国は、国立大学法人等全体の施設整備方針を策定し、所要の財源の確保

に努めるとともに、長期借入金等の対象範囲の拡大や地方公共団体の寄附等の取扱の

緩和等、各法人の自助努力を促すための制度改正や情報提供等を実施してきた。 

 一方、国立大学法人等は、国の施設整備計画を踏まえた施設整備費補助金による整

備に加えて、自らの経営判断により施設やキャンパスの個性化を図るなど、自主的、

自律的に多様な財源を活用した施設整備を実施してきた。また、学長等のトップマネ

ジメントのもと、施設マネジメント23など経営的視点に立ったシステム改革24を実施し

                                                  
21 キャンパスマスタープラン；教育研究の基盤となるキャンパスの整備・活用を図るため，①キャンパス像に関する長期的ビジ

ョンを確立する，②キャンパス環境の質の向上を図る，③あるべき姿を示し，変化の必要性を知らしめる，④施設の配置とデザ

イン決定の理論を確立することなどを目的として，策定されるキャンパス環境の基本的な計画。 
22 「新しい『国立大学法人』像について」（平成 14 年３月 国立大学等の独立行政法人化に関する調査検討会議）から引用 
23 施設マネジメント；施設の効率的管理と戦略的活用を図るためのトップマネジメントであり、キャンパス全体について総合的

かつ長期的視点から、施設を確保し活用するために行う一連の取組である。 
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てきた。 

 このように、国と国立大学法人等は、適切な役割分担の下、一体となって施設整備

を進めてきている。今後も、これまで以上に効果的・効率的な整備を着実に推進する

ため、国と国立大学法人等が、以下に示す各々の役割を適切に果たしながら、より一

層連携・協力を強化していくことが求められる。 

 

 ①施設整備計画に基づく整備  

国は、国立大学法人等の施設整備が国家的な資産を形成するものであり、計画

的・持続的な整備が求められることから、第２次５か年計画に引き続き、国立大

学法人等全体の施設整備計画を策定する必要がある。また、各法人が策定したキ

ャンパスマスタープランを踏まえた施設整備を推進するために、毎年度措置する施

設整備費において、各法人が予算要求する各々の事業が、キャンパスマスタープラ

ンに明確に位置づけられているか否かを事業評価に反映するなど、実効性ある仕組

みを検討していくことが必要である。 

国立大学法人等は、アカデミックプランや経営戦略等を踏まえつつ、秩序ある施

設整備を進めるため、キャンパスマスタープランを策定するとともに、当該計画

に基づいた計画的な施設整備を行うことが必要である。 

 

②円滑な施設整備を実現する財源の確保 

国立大学法人等の施設を維持するための改修や改築の費用だけでも毎年約２,２

００億円以上の投資が必要であるという試算もあり（参考資料７）、安定的な整備

を確実に実現するためには、施設整備予算の充実が不可欠である。 
国は、国が措置する施設整備費補助金が、国立大学法人等施設の整備のための

基本的財源であることから、各国立大学法人等の業務に必要な施設整備につい

て、所要の財源の確保に努めるべきである。また、国立大学法人等の施設整備を

効果的・効率的に進める観点から、国による支援の在り方を明確化するとともに、

各法人における円滑な実施に資する情報提供等を行う必要がある。さらに、現在、

独立行政法人国立大学財務・経営センターが行っている施設費貸付事業、施設費

交付事業は、国立大学法人等の施設の老朽化が進む中、多様な財源を活用した整

備の１つとして欠かすことのできないものであり、引き続き、これらの事業を活

用した円滑な施設整備が必要である。 

国立大学法人等は、国の整備方針を踏まえた施設整備費補助金による整備を実

施する際には、効果的・効率的な施設整備や維持管理を推進するため、「文部科学

省公共事業コスト構造改善プログラム」25に基づき、ＶＦＭ26の最大化を重視した

「総合的なコスト構造改革」を推進することが必要である。 

また、自らの経営判断により、長期借入金の活用、寄附、地方公共団体・企業

との連携など、主体的に多様な財源を活用した施設整備を行うことが求められる。 

  

                                                                                                                                                            
24 システム改革とは、国立大学法人等が、施設マネジメントや、多様な財源を活用した整備手法による施設整備に積極的に取組
むこと。 
25 平成 20 年 5月に決定された「文部科学省公共事業コスト構造改善プログラム」においては、コストと品質の観点から公共事

業を抜本的に改善し、良質な社会資本を効率的に整備・維持していくことが必要であるとし、施設整備に当たっては、社会資本

が本来備えるべき供用性、利便性、公平性、安全性、耐久性、環境保全、省資源、美観、文化性等の所要の基本性能・品質の確

保を図ることが重要とされている。 
26 VFM（Value for Money）とは、経済性にも配慮しつつ、公共事業の構想・計画段階から維持管理までを通じて、投資に対して

最も価値の高いサービスを提供すること。 
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③透明性・客観性を確保した施設整備 

国は、施設整備費補助金の措置に当たり、適切な評価に基づく事業採択を実施

し、事業の必要性・緊急性はもとより、そのプロセスの客観性・透明性を確保す

るなど、国民への説明責任を果たす必要がある。また、国立大学法人等の施設整

備に関する必要性について、国民の理解と支持を高めるため、積極的な理解促進

活動を行うことが必要である。 

 国立大学法人等は、入札及び契約手続きの適正化等、施設整備事業の競争性、

透明性を確保することにより、国民への説明責任を果たす必要がある。また、施

設整備に多額の公的な資金が投入されていることを十分認識し、整備による教育

研究等への効果・成果について、国民に対する積極的な情報提供、理解促進を図

っていくことが求められる。 

 

④施設マネジメントの推進 

 国は、システム改革において、各法人における施設マネジメントの取組をより

一層円滑に進めるために必要な支援を行う必要がある。 

 国立大学法人等は、施設の適切な維持保全を行うことにより、施設を長期間に

わたり使用し、キャンパス全体を良好な環境に維持していく必要がある。また、

現在保有する施設を更に効果的・効率的に使用する取組を進めることも必要であ

る。このため、トップマネジメントの一環として、経営的な視点に立った施設マ

ネジメントを一層推進していくことが重要である。 
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１．中長期的視点な視点に立った計画的・重点的な施設整備の推進 

国立大学法人等の施設は、創造性豊かな人材養成や独創的・先端的な学術研究、地

域の核としての活性化への貢献、高度先進医療の推進等を実現するための基盤であり、

将来を担う人づくりの礎である。 

厳しい財政状況の中、国立大学法人等が求められる役割を十分に果たし、我が国の

経済成長の鍵を握る人材力を強化し、技術力を発揮していくためには、前述の施設の

現状や課題等を踏まえ、施設面におけるシステム改革に積極的に取り組みつつ、計画

的・重点的な施設整備を推進していく必要がある。 
このため、長期的には既存施設の安定的な維持管理・更新を実現可能にすることを

目指して、効果的・効率的に施設の質的向上を図り、教育研究ニーズの高度化・多様

化に的確に対応していくことが重要であり、中長期的な視点に立って、次期５か年間

（平成２３～２７年度）において計画的・重点的な施設整備を推進する必要がある。 
具体的には、国は、国立大学法人等が高度化・多様化する教育研究活動に対応し、

優れた人材を惹き付けるとともに、国際競争力の強化、産学官連携の推進、地域貢献、

更には国際化を推進していくため、重点的な整備が必要な対象を明確化し、その整備

に係る目標及びシステム改革の取組に関する事項を盛り込んだ次期５か年間の施設

整備計画を策定することや、各国立大学法人等における施設整備を支援するため、現

在、絶対的に不足している施設整備費について所要額の確保に努めるとともに、施設

マネジメントや多様な財源を活用した施設整備を推進することなど、その実現に向け

た取組を推進する必要がある。 

 

 

２．計画的・重点的な施設整備の基本的な考え方 

次期５か年間においては、より効果的・効率的な施設整備を実現する観点から、次

の「３つのＳ」（①質的向上のための戦略的整備－Strategy、②地球環境に配慮した

教育研究環境の実現に向けた取組－Sustainability、③安全な教育研究環境の確保－

Safety）で示された基本方針に基づき、施設の計画的・重点的な整備を行うことが必

要である。（図表 23） 

 

（１）質的向上への戦略的整備 －Strategy 
高度化・多様化する教育研究等を活性化し、各法人の有する個性や魅力を引き出

していくためには、その基盤となる教育研究環境が十分な機能を備えたものである

ことが不可欠である。一方、国内外の状況が急速に変化し、社会構造全体が大きな

変革期を迎えている中、国立大学法人等に対する期待と要請が拡大・多様化している。  

このような中、各法人は一層の個性を発揮することが求められており、以下に示

す視点を踏まえつつ、施設整備においても今後更に高度化・多様化する教育研究活

第４章 今後の国立大学法人等施設整備における中長期的な対応方策 
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動に適切に対応することが必要である。 

 

（質的向上への戦略的整備の視点） 

◇卓越した教育研究拠点の形成 

我が国の国際競争力を強化していくことを目的として、国内外を問わず広く優

秀な人材を惹きつけるとともに、世界を牽引するリーダーや研究者等を養成し、

世界水準の優れた教育研究成果を生み出す拠点の形成を図る。 

 

◇個性や特性を発揮し教育研究を活性化する環境の整備 

各国立大学法人等が人材養成や学術研究の推進、社会貢献（地域貢献、産学官

連携、国際交流等）など、それぞれの個性や特色を十分に発揮し、教育研究を活

性化するために必要となる施設の機能の向上を図る。 

 

◇先端医療・地域医療に対応した大学附属病院の計画的な整備 

大学附属病院は、教育・研究・診療機能を持つという基本的認識を踏まえつつ、

卒前教育と卒後教育の一体的な魅力ある教育プログラムや、医療の専門化、高度

化に対応した最先端の医療、地域との連携の推進などに対応するために必要とな

る大学附属病院機能の向上を図る。 

 

上記に掲げる視点を踏まえて整備を行うためには、厳しい財政状況の中で、効率

的かつ戦略的な整備を推進するとともに、各法人の機能別分化を促進するため、そ

の個性・特性に応じて競い切磋琢磨できる以下の推進方策に示す仕組みの導入など

により、各法人の個性・魅力を最大限引き出すことが必要である。 

 

 ＜推進方策＞ 
 ○各国立大学法人等の個性・特性に応じた戦略的整備の推進 

教育研究の高度化・多様化に対応した環境整備を推進する観点から、各国立大

学法人等の個性や特性を踏まえたカテゴリーを設定し、教育研究等への効果が高

い施設から優先的に整備を推進する。 
（カテゴリー） 
  ア）国際的に卓越した教育研究拠点機能の充実 
  イ）国際化の推進機能の充実 
  ウ）高度な専門職業人の養成や専門教育機能の充実 
  エ）大学等の特性を生かした多様な教育研究機能の充実 
  オ）学生支援や地域貢献など大学等の戦略を踏まえ必要な機能の充実 
  カ）大学附属病院機能の充実 

 

国の政策課題や社会的要請への対応として特に推進すべき分野（例：イノベー

ション推進、国際化の推進等）や、法人間の連携・協力を図りつつ施設の共同利

用を進める教育研究環境の整備については、特に重点的に整備を推進する。 

併せて、耐震化や老朽改修等による安全性の確保、環境負荷の低減など、基本

的条件整備も着実に実施する。 
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 ○国による支援の在り方の明確化 

各法人の自主性にも配慮しつつ、多様な財源を活用した施設整備を推進する視

点などを踏まえ、国の支援の在り方を明確化することが必要である。 

 

（国による支援の在り方の基本方針） 

・国立大学法人等の教育研究活動を実施する基本的な施設は重点的に支援す

る。 

・学生支援施設や体育施設、管理施設については、多様な財源を活用した整備

手法の導入可能性などを勘案した上で支援を行う。 

・寄宿料や施設使用料などの一定の収入が見込まれる施設（学生寄宿舎などの

宿泊施設、産学官連携施設等）については、長期借入金などの多様な財源を

活用した整備を促進する。ただし、地域の実情などを勘案した上で、多様な

財源による整備手法の活用が困難であると認められる場合には、整備に係る

経費の一部について支援を行う。 

・大学附属病院については、その使命である高度医療に対応した教育・研究・

診療が行えるよう、必要な支援を行う。 

 

（２）地球環境に配慮した教育研究環境の実現 －Sustainability 
地球温暖化は世界規模の喫緊の課題であり、国立大学法人等においても、温室効

果ガス排出削減に向けた取組を進めることが必要である。また、国立大学法人等は、

低炭素化社会を実現するに当たって、「知の拠点」としての役割を果たすことも重

要である。 

国立大学法人等における地球環境への取組は、当該法人の温室効果ガス削減だけ

でなく、将来を担う学生に対する教育の場、最先端の知識を社会と一体になって実

践する場としても、次世代の低炭素化社会づくりに大いに寄与することが期待される。  

このため、今後の国立大学法人等施設の整備推進に当たって、国は、環境への負

荷が少なく持続的発展が可能な「サステイナブル・キャンパス」への転換を促進す

るとともに、地球環境への配慮を基本的な条件とするなど、以下に示す２点を含め

た具体的な推進方策を講じることが必要である。 

 

 ＜推進方策＞ 
○老朽施設のエコ再生等の推進 

国は、国立大学法人等全体の環境負荷低減を図る観点から、老朽施設の改修や

新築を行うに当たっては、一定以上の環境対策（高効率照明・空調の導入等）を

講じることや、各法人が定める環境・省エネルギー対策の中長期的な計画に沿っ

ていることなどを条件に必要な整備を推進する。また、環境配慮契約法27の趣旨

                                                  
27 「国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律（平成 19年 5月 23日法律第 56号）」第 3

条において、「国及び独立行政法人等は、その温室効果ガス等の排出の削減を図るため、エネルギーの合理的かつ適切な使用等

に努めるとともに、経済性に留意しつつ価格以外の多様な要素をも考慮して、国及び当該独立行政法人等における温室効果ガス

等の排出の削減に配慮した契約の推進に努めなければならない。」とされている。 
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を踏まえ、法人等の設計業務発注における環境配慮型プロポーザル方式28の積極

的な導入を推進する。 

○最先端の環境対策を講じた施設の拠点的整備 

社会の実験場として先導的役割を果たす観点から、フロントランナーとして最

先端の環境対策を講じる施設の拠点的な整備を推進する。その際、他法人や社会

に対する強力な情報発信、教育研究、環境・エネルギーに対する波及効果などの

フォローアップ、多様な財源の活用による整備の導入可能性の検討などを条件に

必要な整備を推進する。 

 

（３）安全な教育研究環境の確保 －Safety 
耐震性など構造上の問題を有している施設をはじめとして、安全上著しい支障が

ある施設や基幹設備（ライフライン）の解消は、学生や教職員等の安全確保だけで

なく、災害時の応急避難場所、地域の拠点病院という観点からも、引き続き早急に

対応すべき課題である。 

また、老朽化によって高度化・多様化する教育研究に十分に対応することが困難

な施設や基幹設備についても、早急に改善を図ることが必要であり、以下に示す具

体的な推進方策を講じることが必要である。 

 

＜推進方策＞ 

○耐震化の具体的なロードマップ策定 

耐震性に問題のある施設については、耐震対策の完了に向けた計画的な整備を

図るため、教育研究への効果等を勘案しつつ、次期５か年間で耐震化の完了を目

指すなど、具体的なロードマップを策定する。 特に、耐震性能が著しく劣るIs

値０.４以下の施設については、当初２年間での解消を目指すなど、具体的な実

施時期を明確化する。 

○老朽した施設や基幹設備の計画的な整備推進 

老朽した施設や基幹設備の現状を適切に把握し、特に非構造部材の耐震対策な

ど安全性の観点から緊急性の高い施設や、事故等が発生する恐れのある基幹設備

は、優先的に整備を推進するなど、安全性・機能性を欠くことのないよう計画的

な更新や維持管理を推進する。 

 

                                                                                                                                                            
28 環境配慮型プロポーザル方式；建築物の建築又は大規模な改修に係る設計業務を発注する場合は、原則として温室効果ガス
の排出の削減に配慮する内容を含む技術提案を求め、総合的に勘案してもっとも優れた技術提案を行ったものを特定する方式。

（国及び独立行政法人等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に係る基本方針（平成 22年 2月 5日閣議決定）） 
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３．重点的な施設整備の内容 

上記２．の基本的な考え方に基づく施設整備に当たっては、国立大学法人等施設の

現状を考慮し、次に掲げる観点から重点的な整備を図ることが必要である。 

  

（１）安全性・機能性に問題のある老朽施設等の改善 

膨大な量の既存施設のうち、特に、耐震性に問題のある施設について早急に改善

を図る必要がある。また、経年劣化により安全性・機能性に著しく問題のある老朽

施設や基幹設備（ライフライン）の安全性を確保するとともに、併せて陳腐化した

施設の質的向上を図り、教育研究環境としての機能も十分に備えたものとすること

が必要である。 

 

建物は、一般的に建築後概ね１５年を経過すると、電気設備や空調設備など建物

内の設備の一部が更新時期を迎え、２０～３０年を経過すると建物の大部分が更新

時期を迎える。国立大学法人等施設の安全性・機能性を確保し適切な状態を保つに

は、これらの更新時期を考慮して、毎年着実に施設整備を実施することにより、安

定した維持管理・更新が可能な定常状態（３０年以上改善が行われないままの施設

を生じさせない状態）を目指すことが重要である（図表 22）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 22 長期的な老朽施設の改善計画 

※大学附属病院を除く。 

※保有面積は平成 22 年度以降変化しないと仮定。 

一度老朽改善整備を実施した施設も、25 年後には再度改善が必要なものと想定。 

※老朽施設には、一部改修済の施設を含む。 

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46 H47 H48

建築後25年を経過していない施設

改修済施設

老朽施設
（建築後25年以上）

老朽施設
（建築後30年以上）

711万㎡

182万㎡

526万㎡

875万㎡

2,294万㎡
平成22年度末推計

約1,200万㎡

老朽改善を行わない場合

（15年後）
建築後30年以上の老朽施設を15年間程度で改善 安定的な維持管理・更新が可能な定常状態
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  ＜整備目標の考え方＞ 

長期的な観点を考慮し、保有施設を安定した維持管理・更新が可能な定常状態

に導くため、老朽施設については、耐震化のためのロードマップに配慮しつつ、

年間約８０万㎡、今後５年間で約４００万㎡の改善を実施するとともに、機能劣

化の著しい基幹設備についても、安全性の確保や、教育研究の発展に対応できる

よう機能の向上を図ることが必要である。 

  
（２）高度化・多様化する教育研究活動の実施に不可欠なスペースの確保 

教育研究活動の高度化・多様化に対応したスペースについては、これまでもその

整備を図ってきたところであるが、依然として不足し、狭隘化が課題となっている

ことを踏まえ、既存施設の有効活用等の施設マネジメントによる対応を基本としつ

つ、真に必要となるスペースを新増築等により適切に確保することが必要である。 

 

  ＜整備目標の考え方＞ 

以下に示す教育研究ニーズに対応するスペースの不足は深刻であり、今後５年

間で第２次５か年計画と同程度の約８０万㎡の施設整備を実施し、これらのニー

ズ等に確実に対応していくことが必要である。 

・特色ある教育研究活動を活性化するためのスペース不足が特に著しい施設の整備 

・政策的課題や社会的要請による新たな教育研究ニーズ（卓越した教育研究拠

点の形成、ポストドクター等の若手研究者・留学生の増加等への対応など）

への対応等に不可欠なスペースの確保 

 

（３）先端医療・地域医療に対応した大学附属病院の再生 

大学附属病院は、将来の医療を担う医療人を養成する教育機能、高度先進医療等

を開発する研究機能、地域医療の中核的役割を担う診療機能を持つという基本的認

識を踏まえつつ、卒前教育と卒後教育の一体的な魅力ある教育プログラムの構築等

に対応した環境の整備、医療の専門化、高度化に対応した最先端の医療環境の整備、

地域医療において附属病院が担う役割に対応した整備を計画的に推進することが

必要である。 

 

＜整備目標の考え方＞ 
これまでも、大学附属病院の再開発整備については計画的に推進してきた。 

今後も、事業の継続性等を十分踏まえつつ、今後５年間で第２次５か年計画と

同程度の約７０万㎡の整備を実施することにより、再開発整備中の大学附属病院

については引き続き着実に整備を実施し、未着手の大学附属病院については今後

順次着手を目指すなど、継続的・計画的な整備を推進していくことが必要である。

また、このほか、最新の医療ニーズへの対応や安全性の確保等に不可欠な施設整

備についても適切に対応していく必要がある。 
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４．システム改革の推進 

国が上記２．に掲げる整備の基本的な考え方に基づく整備を推進するに当たって 

は、その前提として、システム改革の取組を一層推進する必要がある。 

また、国は、各年度において実施される施設整備費補助金の事業選定に当たっては、

各国立大学法人等における施設マネジメントの取組状況や多様な財源を活用した整

備の検討等、システム改革の取組状況も踏まえつつ、必要な事業への支援を行うこと

が必要である。 

 

（１）施設マネジメントの推進 

国立大学法人等施設を最大限に活用しつつ、その施設の価値を高めていくには、

共同利用スペースの確保などの既存施設の更なる有効活用や施設修繕計画29に基づ

く施設の良好な維持管理・質的向上、省エネルギー化の推進等のエネルギーマネジ

メント30の取組など、施設マネジメントの取組を一層推進することが重要である。 

そのためには、各法人における全学的な体制づくりをはじめとして、既存施設の

実態を的確に把握した上で、目標を設定し、施設の有効活用や計画的・効果的な維

持・改善を図り、その適切な評価を行い、その結果を次の取組に反映させるという

ＰＤＣＡ(Ｐlan（計画)－Ｄo（実行)－Ｃheck（評価)－Ａction（改善)）サイクル

を確立し、取組を継続的に循環させることが必要である。 

また、各法人は、既存施設の現状を客観的に把握・分析し、個々の施設の特徴と

課題を把握した上で必要性・緊急性等を見極め、重点的に整備すべき施設を明確化

するとともに、各法人の目指すべき姿の実現に必要な機能を最大限発揮できる最適

な改善方策を検討していくことが求められる。 

 

（今後の対応方策） 

○ベンチマーキング手法の普及・充実  

 各法人が既存施設の現状を適切に評価するためには、施設の状態や取組状況を

客観的に認識できるような対応が重要である。このため、国は、維持管理の状況

を中心に取りまとめた「施設マネジメントに関するベンチマーキング手法」の普

及を図るとともに、各法人におけるエネルギーマネジメントなどの取組に資する

よう、具体的なベンチマーク指標の充実について検討していくことが必要である。 

  ○既存施設の性能評価による現状の客観的な把握 

   国立大学法人等は、施設が備えるべき性能水準に照らして、非構造部材を含む

耐震性能や劣化状況、居住環境、低炭素化対策などの観点から、対象施設がどの

程度の状態であるかを総合的に評価し、現状の客観的な把握に基づく効果的・効

率的な施設マネジメント等の取組を推進することが重要である。このため、国は、

「大学施設の性能評価システム」31を普及・充実させることにより、各法人の取

組を支援すべきである。 

（２）多様な財源を活用した施設整備の推進 

                                                  
29 施設修繕計画：施設・設備の耐用年数や、それらの改善に必要なコストを考慮した中長期にわたる改修・修繕に関する年次計画  
30 エネルギーマネジメント：施設のライフサイクル（企画・計画、設計、施工、運用、改修）を通じて、省エネルギー性能の
分析・評価を実施し、省エネルギー・省 CO2化を図っていくこと（「ライフサイクルエネルギーマネジメント」国土交通省） 
31 国立教育政策研究所文教施設研究センターに設置された「国立大学法人等施設の機能水準に関する調査研究会（主査：小松
幸夫早稲田大学理工学術院教授）」が平成 22年 3月にとりまとめた報告書 
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法人化後、各国立大学法人等においては、ＰＦＩ（民間資金等活用事業）による

整備や寄附による整備、地方公共団体や他省庁、企業等との連携による整備、長期

借入金制度を活用した整備、スペースチャージ収入による整備など、多様な財源を

活用した施設整備や維持管理を行ってきたが、今後も、限られた財源を効果的・効

率的に活用していくため、多様な財源を活用した施設整備のより一層の推進が望ま

れる。 

 

（今後の対応方策） 

国立大学法人等においては、幅広い視点から、多様な財源を活用した施設の整

備や管理運営の可能性について検討する必要がある。また、大学等の間で多様な

整備手法等のノウハウを共有化することが望まれる。さらに、他大学等との連携

協力を深め、それぞれが有する物的資源を共同利用することにより、その有効活

用を図ることも重要である。 

国は、国立大学法人等が多様な整備手法による施設整備を円滑に行いうるよう、

先進的な整備事例の提示や手引きの作成等、積極的な情報発信に努めるなど、支

援の取組を進めることが必要である。また、施設の共同利用を促進するための支

援の仕組みを検討することも必要である。 

 

 

（３）戦略的な施設マネジメントに必要な人材の育成 

今後、戦略的な施設マネジメントなどシステム改革の取組を一層推進していくた

めには、各国立大学法人等において、大学等の教育研究活動の動向を踏まえて、経

営的視点から的確な問題把握を行い、その解決策を提示していくことが求められる。   

このためには、各法人において、戦略的なマネジメント能力を有した人材を育成

していくことが必要であり、個別の専門技術に加え、施設に関する全般的な知識、

大学経営に関する知識など幅広い知識とマネジメント能力を持つ人材の育成が求

められる。 

 

（今後の対応方策） 

国立大学法人等においては、各法人における業務の円滑化・効率化の取組を

一層推進しつつ、人材育成を図る取組の一環として、例えば、大学間等の連携

を強化し、複数の大学等が共同でコンソーシアムをつくり、先進的な取組のリ

ソースの共有化、幅広い人材の交流、実践的な研修機会を設けるなどの主体的

な取組が求められる。 

また、施設に関する情報共有のポータルサイトの設置等により、積極的な情

報共有を図ることも有効である。 

 

国は、各法人における更なる業務の円滑化や効率化に資する取組を支援する

観点から、積極的かつ幅広い情報提供に加え、国立大学法人等全体の人材育成

に資する仕組みを検討することが必要である。 
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４．計画のフォローアップ 
これまで２次にわたって策定された「国立大学等施設緊急整備５か年計画」におい

て、国は、施設整備の方針や、計画期間中に必要となる施設の整備量等を掲げ、計画

の達成状況を把握・検証し、施設整備の推進に活用してきた。 

次期施設整備計画においては、上記の観点に加え、国立大学法人等の施設が人材養

成や学術研究等の推進のための基盤であることに鑑み、施設整備の実績量と併せて、

施設整備によって得られる成果についてもより明確に把握することにより、計画の進

捗状況を適時確認し、施設整備の推進に活用することが重要である。 

このため、「３つのＳ」と「システム改革」に一定の指標を設け、その進捗状況を

把握するためのフォローアップを実施することが重要である。 

なお、これらの指標については、可能な限り成果目標を設定し、当該成果目標に対

する達成状況を随時把握することにより、その後の具体的な施設整備に係る方針の策

定に十分活用することが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 23 重点的な施設整備推進のイメージ 
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＜指標例＞ 

○質的向上への戦略的整備 －Strategy 
・国際的に卓越した教育研究拠点の整備状況 

・若手研究者のためのスペースの確保状況 

・留学生のための宿舎確保状況 

・教育研究施設の機能改善実施状況 

・大学附属病院の再開発整備の進捗状況 

○地球環境に配慮した教育研究環境の実現 －Sustainability 
・老朽施設のエコ再生により削減される CO2 排出量 

・エコ再生を実施した施設の割合 

○安全な教育研究環境の確保 －Safety 
・耐震化率 

・老朽化した施設の解消状況 

・法定耐用年数を超える基幹設備の割合 

○システム改革の推進 

・共同利用スペースの整備状況 

・キャンパスマスタープランの策定状況 

・施設修繕計画の策定状況 

・建物別のエネルギー使用量の把握・公表状況 

 


